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課題へのアプローチ
当社グループでは大和ハウスグループ企業倫理綱領お
よび行動規範に基づいたグループ従業員の「凡事徹底」
を定着させ行動規範の理解に基づいた自発的な行動を促
すため、各種媒体や研修を通じた考え方の共有を行うと
ともに、Engagement�Surveyを活用し従業員への意識
調査に基づくPDCAを推進しています。
当社は、2021年度から事業本部制に移行し、各事業
本部が企業倫理・コンプライアンスの確立について、権
限を有し義務を負う体制となりました。それを受け、経
営管理本部長を「リスクマネジメント統括責任者」に選任
して、全事業本部横断的に、当社グループ全体のリスク
マネジメント体制の構築・運用・監督を実施し、同責任者
の監督のもと、当社の各事業および各事業に関連するグ
ループ会社におけるリスクの顕在化の予防、顕在化した
リスクへの対応を推進するための組織として、事業本部
ごとの「リスク管理委員会」を設置し、事業本部が主体と
なって、情報収集・分析、再発防止体制の構築・運用など
を行う体制を国内のみならず海外でも採用しています。

マネジメント

内部統制システムの運用
当社グループでは、内部統制システムの運用においては、
日本取引所自主規制法人の「上場会社における不祥事予防の
プリンシプル」を参照し、以下のような体制としています。

内部統制委員会
当社グループ全体の内部統制状況の報告を受け、内部統制
の不備を検証して是正を促すことを目的・機能とする委員会

として、内部統制委員会を設置しています。代表取締役社長
を内部統制委員長、経営管理本部長を副委員長、各事業本部・
各部門の担当役員を委員として組織しています。内部統制委
員会の運用状況は半期に1回取締役会に報告されており、社
外役員を含めた経営陣の監督のもとに適正に運営される体制
となっています。

内部統制システムの運用状況の実態把握
当社グループでは、内部統制システムの構築・運用におい

て「標準的なフレームワーク（COSO）」を参照し、当社の各
事業本部・各部門およびグループ会社に対して、内部統制シ
ステムの構築・運用状況について定期的に報告を求め、その
内容を内部統制委員会に報告しています。策定した計画につ
いては、年度末に当該計画に基づく取組状況を自己評価する
とともに、取り組み状況をふまえて次年度の年度計画を策定
するプロセスを採用しています。
また、法令違反のおそれなどのリスク情報については、そ

れを発見した後、直ちにリスクマネジメント事務局（当社法
務部）を通じて、リスクマネジメント統括責任者（経営管理
本部長）や各事業本部に報告されるルールを設けるとともに、
通常のレポートラインが機能しない場合に備えた内部通報制
度も併せて設置することで、内部統制システムの不備につい
ての実態把握も行う体制としています。加えて、執行機関か
ら独立した内部監査部も、当社およびグループ会社の法令・
社内ルールの遵守状況の監査を行っており、内部統制システ
ムの運用状況の実態把握に努めています。

海外グループ会社の内部統制の推進
当社グループの海外事業では事業本部制を採用し、各事

業本部による事業管理と海外本部による地域管理を併存させ
るガバナンス体制を採用しています。海外本部による地域管
理体制は、本社コーポレート部門と共に各海外拠点を地域単

位でつないでいくリージョナルコーポレート（以下RC）を軸
としており、RCが地域密着型の組織として機能することで
地域単位、そして総合的に海外事業全体のガバナンス強化を
図っていきます。
また、従来より内部統制機能の一環として定めるグループ

マネジメント規程により、重要事項については当社に決裁・
報告を求めるルールを採用しており、同規程に定める当社の
グループ本社機能を担う各部門が、RCと連携しています。
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